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収入 421.4億円

支出 413.1億円

社会保障費
121.7億円
29.4％

公債費
66.4億円
16.1％

建設事業費
58.1億円
14.1％

人件費
55.1億円
13.3％

物件費
維持補修費
54.8億円
13.3％

使用料・手数料など　10.3億円　2.4％
その他　15.5億円　3.7％

譲与税・
交付金
32.8億円
7.8％

その他　4.2億円　1.0％
補助費など　21.9億円　5.3％

上下水道、市民病院などへの支出　30.9億円　7.5％

差引　8.3億円

一般会計決算

国や県に納められたお金のう
ち、一定の基準によって地方
公共団体に配られるお金（自
動車重量譲与税、地方消費税
交付金など）

団体への補
助金、広域的
負担金など

庁舎、学校、保育
所や各種文化施設
の管理運営費など

借金の返済金 学校、道路、公
園などの建設・
改修費など

障がいのある人やお年寄りへ
の給付、児童手当や生活保護費、
医療や介護などのための経費

全国どの地域に住む人も一定
の行政サービスを受けられる
よう、地域ごとの市税収入の
差を調整するために国が地方
公共団体へ交付するお金

自主財源　43.8％ 依存財源　56.2％

保育料、市営住
宅使用料、ごみ
処理手数料など

問い合わせ　財政課　☎24・8144

特別会計（7会計）

会　計　名
国民健康保険
介 護 保 険
後期高齢者医療
簡 易 水 道
農業集落排水
工業団地造成
公 債 管 理
合　　　計

  収入
129.6

95.2

12.2

0.4

5.1

0.8

82.8

326.1

 支出
126.5

94.3

12.2

0.4

5.1

0.8

82.8

322.1

差引
3.1

0.9

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

4.0

事　業　内　容
自営業者や退職者などの医療保険

施設介護、在宅介護などの保険

広域連合による75歳以上の医療保険

小集落への給水事業

農業集落の汚水処理施設管理・整備

串工業団地の分譲、正蓮寺エリア産業団地の造成

借金の返済管理

（単位：億円）

企業会計（3会計）

会　計　名

水 道
公 共 下 水 道
市 民 病 院
合　　　計

収　入
26.6

37.2

81.6

145.4

収益的収支

支　出
22.4

38.7

80.9

142.0

差　引
4.2

▲ 1.5

0.7

3.4

収　入
0.9

25.5

8.1

34.5

資本的収支

支　出
6.8

36.2

11.1

54.1

差　引
▲   5.9

▲ 10.7

▲   3.0

▲ 19.6

（単位：億円）

（事業運営に関する収支を管理する財布）（施設の建設や設備投資の収支を管理する財布）

市税
158.8億円
37.7％

地方交付税
63.3億円
15.0％

国・県からの補助金
104.4億円
24.8％

市債
36.3億円
8.6％

決算のあらましと市の財政状況

平
成
27
年
度
決
算
の
特
徴

特
別
会
計
と
企
業
会
計

　平
成
27
年
度
は
、
北
陸
新
幹
線
の
金
沢
開

業
や
第
66
回
全
国
植
樹
祭
の
開
催
な
ど
、
本

市
が「
北
陸
の
際
立
っ
た
ま
ち
」と
し
て
ス

テ
ッ
プ
ア
ッ
プ
す
る
た
め
の
大
き
な
追
い

風
と
な
っ
た
年
で
し
た
。

　歳
入
で
は
、
景
気
の
回
復
基
調
に
よ
り
、

個
人
市
民
税
が
増
収
と
な
っ
た
も
の
の
、
税

率
の
引
き
下
げ
な
ど
に
よ
る
法
人
市
民
税

の
減
収
や
、
実
質
交
付
税
の
減
収
な
ど
で
、

歳
入
総
額
は
前
年
度
と
比
較
し
て
２
・
３

億
円
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

　歳
出
で
は
、
西
南
部
地
域
内
の
物
流
交
流

機
能
を
担
う
佐
美
串
線
な
ど
の
イ
ン
フ
ラ

整
備
の
ほ
か
、
新
し
い
高
等
教
育
機
関
と
し

て（
仮
称
）公
立
小
松
大
学
の
平
成
30
年
４

月
開
学
に
向
け
た
準
備
を
行
い
ま
し
た
。
ま

た
、
子
育
て
支
援
の
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
を
図
る

た
め
、
こ
ど
も
医
療
費
や
第
３
子
以
降
の
保

育
料
の
無
料
化
、
安
全
・
安
心
の
ま
ち
づ
く

り
を
高
め
る
防
災
行
政
無
線
の
整
備
、
小
・

中
学
校
体
育
館
天
井
対
策
や
体
育
施
設
の

耐
震
化
な
ど
を
行
い
ま
し
た
。

※

一
般
会
計
は
、
市
民
の
皆
さ
ん
が
納

め
た
税
金
な
ど
を
使
っ
て
、
福
祉
や
教

育
、
道
路
や
公
園
の
整
備
、
ご
み
処
理

な
ど
、
市
の
基
本
的
な
仕
事
を
す
る
会

計
で
す
。

平成27年度（平成27年4月～平成28年3月）の決算がまとまりましたので、その概要をお知らせします。

平成27年度

　市
を
運
営
す
る
会
計
に
は「
一
般
会
計
」

と
は
別
に
、
国
民
健
康
保
険
や
介
護
保
険
な

ど
の
特
定
の
事
業
を
運
営
す
る「
特
別
会

計
」と
、
病
院
や
水
道
な
ど
民
間
企
業
の
よ

う
に
事
業
収
益
を
集
め
て
運
営
す
る「
企
業

会
計
」が
あ
り
ま
す
。

※

企
業
会
計
で
は
、
事
業
を
運
営
し
て
生
じ

る
純
利
益
や
現
金
支
出
を
伴
わ
な
い
費
用

か
ら
生
じ
る
内
部
留
保
資
金
が
あ
り
、
資
本

的
収
支
の
不
足
分
を
補
っ
て
い
ま
す
。

▲第66回全国植樹祭（平成27年5月17日、木場潟公園）

▲サイエンスヒルズこまつの充実（JAXA「きぼう」モックアップ）▲加賀九谷焼展東京展（能美市・加賀市と共同開催）

▲子育て支援のレベルアップ（認定こども園の施設整備など）
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問い合わせ　人事育成課　☎24・8021

市職員の給与と職員数をお知らせします
市職員の給与は「小松市一般職の職員の給与に関する条例」などによって定められています。

1. 人件費の状況［平成27年度普通会計決算］

6. 特別職の給料・報酬月額

2. 職員給与費の状況［平成27年度普通会計決算］

5. 職員手当の状況［平成27年度支給割合］

◎期末・勤勉手当

◎退職手当

3. 職員の平均給料月額［平成28年4月1日現在］

4. 一般行政職の初任給および経験年数別平均給料月額［平成28年4月1日現在］

7. 職員数の状況 ［各年度4月1日現在］（単位：人）

主要3基金残高

借金（市債）残高
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一般会計

その他会計

公共下水道

減債基金

地域経済活性化
対策基金

財政調整基金

市民病院

6年間で
168億円の
減少

（億円）

（億円）

平成27年度普通会計　全国類似都市・県内他市との比較

類似88都市

県内11市

0.747

0.542

89.9％

90.9％

6.5％

11.5％

39.1％

78.9％

53位

3位

64位

8位

87位

11位

87位

11位

小松市

0.693

92.8％

15.7％

168.8％

（0.685）

（92.4％）

（16.1％）

（186.2％）

収入に対する
借金残高の割合
（将来負担比率）

収入に対する
借金返済の割合
（実質公債費比率）

財政の弾力性
（経常収支比率）

財政力の強さ
（財政力指数）

小松市
の順位

必要な財源をどれだけ自力で
調達できるかを表す指数。数
値が大きいほど財政力が強い
ことを示す。

市税などの経常的な収入に対
する経常的な経費の割合。数
値が大きいほど財政の弾力性
が低く、自由な政策に使える
お金が少ない。

収入額のうち借金の返済に使
った金額の割合。数値が大き
いほど借金返済の負担が重い。

収入額に対する市債などの負
債残高の割合。数値が大きい
ほど将来支払う負債の残高が
多い。

　決
算
の
内
容
を
詳
し
く
知
り
た
い
人
は
、
冊

子「
決
算
の
あ
ら
ま
し
」を
作
成
し
て
い
ま
す

の
で
財
政
課
ま
で
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
も
ご
覧
に
な
れ

ま
す
。

月　額

620,000円

550,000円

520,000円

区　分

市　長

副市長

教育長

議　長

副議長

議　員

給

　料

普
通
会
計
部
門

公
営
企
業
等

議
員
報
酬

期末手当

3.15月分
（27年度支給割合）

歳出額（A）

413億1,169万円

人件費（B）

55億1,353万円

人件費率（B/A）

13.3％

職員数（A)

693人

計（B）

38億6,911万円 558万円

1人あたりの平均
給与額（B/A）

区　分

期末手当

勤勉手当

6月期

1.225月分

0.750月分

12月期
内　容

1.375月分

0.850月分

合計

2.600月分

1.600月分

850,500円
（945,000円）
735,300円
（774,000円）
632,700円
（666,000円）

－21

5

3

－13

9

2

－1

－2

8

－5

403

141

136

680

432

22

16

33

503

1,183

424

136

133

693

423

20

17

35

495

1,188

一般行政

教　　育

消　　防

小　　計

病　　院

水　　道

下 水 道

そのほか

小　　計

総職員数合計

区　分

一般行政職

平均年齢

41.5歳

平均給料月額

310,159円

区　分

大学卒

高校卒

初任給

176,700円

144,600円

経験10年

245,022円

該当者なし

経験20年

348,406円

該当者なし

経験25年

390,628円

348,633円

経験30年

406,675円

該当者なし

※人件費には、退職金、共済負担金、特別職、議員に支給される給与・報酬
などを含みます。

※市長は10％、副市長・教育長は5％の給料減額中です。
※（　）内は、減額措置を行う前の金額です。

勤続年数

勤続20年

勤続25年

勤続35年

最高限度

自己都合

20.445月分

29.145月分

41.325月分

49.59月分

定年

25.55625月分

34.5825月分

49.59月分

49.59月分

対前年
増減数

職員数区　分
部　門 平成27年度 平成28年度

※職員数は、一般行政、教育、消防の平成27年4月1日現在の人数で
す。職員給与費は、退職手当を含まない額です。

※職務の級などに応じた加算措置があります。
※これらのほか、扶養手当、住居手当、通勤手当、特殊勤務手当な
どを支給しています。

※一般行政職は、税務職、医療関係職、福祉職、消防職、企業職、技
能労務職、教育職を除く職員です。

（53位）

（3位）

（57位）

（8位）

（85位）

（10位）

（87位）

（11位）

市
の
借
金
残
高
・
貯
金
残
高

　市
の
借
金
の
残
高
は
、
市
債
発
行
の
抑
制

や
繰
上
償
還
を
行
っ
た
こ
と
に
よ
り
、
平
成

21
年
度
の
１
４
３
４
億
円
を
ピ
ー
ク
に
６

年
間
で
１
６
８
億
円
減
少
し
て
い
ま
す
。

　ま
た
、
貯
金（
主
要
３
基
金
残
高
）は
、
効

率
的
な
予
算
執
行
に
努
め
た
こ
と
に
よ
り
、

前
年
度
に
比
べ
て
２
・
３
億
円
の
積
み
増

し
を
行
い
ま
し
た
。

　今
後
も
、
突
発
的
な
財
政
需
要
に
対
応
で

き
る
よ
う
貯
金
を
確
保
し
つ
つ
、
将
来
負
担

の
軽
減
に
取
り
組
み
ま
す
。

※

主
要
３
基
金
と
は
、
財
政
調
整
基
金
、
地

域
経
済
活
性
化
対
策
基
金
、
減
債
基
金
を
指

し
ま
す
。

※普通会計とは、地方公共団体ごとに会計の分類が異なるため、一定の基準で比較できるよう
にしたものです。小松市の場合は一般会計に当たります。
※（　　）内の数値・順位は、平成26年度決算のものです。

平均

平均

（0.742）

（0.536）

（91.2％）

（91.2％）

（7.1％）

（12.0％）

（58.8％）

（88.4％）


